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給与・年金等の支払報告書や法人市民税・償却資産申告書の提出、及び国税庁とのデータ連携等、eLTAXの利用が年々増加して
おり、効率的な事務が行われています。今後も、eLTAXの普及拡大に努めるとともに、市県民税特別徴収税額の電子正本通知、地方
税共通納税システム等に対応するため、eLTAXの機能拡充を図ることが必要です。

二次評価者 税務課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

国税庁とのデータ連携や年金特別徴収業務の履行のため、必要不可欠な事業です。

有効性 eLTAXが提供するサービスの拡充により、納税者の利便性の向上が期待されます。

達成度 国税庁とのデータ連携や給与支払報告書、償却資産申告書、法人市民税申告書等のデータを受信し、利用件数は年々、増加しています。

必要性

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 3,416 3,435 3,562
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一次評価者 市民税係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

紙媒体での給与支払報告書や申告書等の提出により、基幹系システムへのデータ入力作業に多くの費用と労力がかかっています。

効率性 全国的にeLTAXの利用が開始されており、eLTAXが提供するサービスの拡充とあわせて、効率的な運用が期待されます。

改　革
計　画

e-ＴＡＸを利用した確定申告や、eLTAXによる給与支払報告書の提出等の普及拡大に努めます。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

計(Ａ) 3,309 3,327 3,341

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.018 107 0.018 108 0.036 221

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

0

その他特定財源 232 233 234

一般財源 0 0 0

Ｄ
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予算費目 会計 一般会計 費目名 総務

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 3,077 3,094 3,107

地方債 0 0

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定になじ
まない。

公的関与

089-964-4403 メールアドレス zeim@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（４）電子自治体の推進

事業区分

事業の対象 納税者、国税庁など 根拠法令 地方税法

総合計画 政策目標 第５章 みんなでつくる協働・自立のまち 政策項目 ５ 自立した自治体経営の推進

005 1001 事務事業名 eLTAX管理運営事業 細事務事業名 eLTAX管理運営事業

主要施策

該当

事業の目的 最終的
現在、対応していない電子納税など対応可能な業務の
拡大に努めます。

今年度

申告書等の内容をデータ送信により税務署へ引継ぎができ
るように業務拡大を行います。平成３０年度より市県民税特別
徴収税額決定通知（特別徴収義務者用）の電子正本通知を
送信することができるように準備を行います。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 税務課 係　　名 市民税係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 全部委託 実施計画

eLTAX端末の機能拡充。
市県民税特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の電子通知に
対応。

申告書等のデータをeLTAXから基幹系端末へ取込むことに
よるデータ手入力件数の削減。

給与支払報告書、公的年金等の源泉徴収票のeLTAX又は
光ディスク等による提出に対応。

成果指標


